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（単位：名）
【農業経営アドバイザー活動事例集】

農業経営アドバイザーの活動を
紹介。
右の２次元コードにより公庫
WEBページにアクセスすること
で、事例集のダウンロードが可
能です。

https://www.jfc.go.jp/n/adviser/pdf/advisors_2021110
1.pdf

○ 公庫が「一次産業の特性を理解している税務、労務、マーケティングなどの専門家によるアドバイスが欲しい」と
いう農林漁業者の要望を受けて、経営への総合的かつ的確なアドバイスを実践できる人材を育成するために
農業経営アドバイザー（以下、アドバイザー）制度を運営。

○ 令和8年４月時点で、アドバイザー合格者数は6,678名。このうち、上級農業経営アドバイザーの同数は123名。

農業経営アドバイザー制度概要
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※「上級農業経営アドバイザー制度」は、農業経営アドバイザーの上級資格として平成23 年に日本公庫が創設。 農業経営ア
ドバイザーのうち、アドバイス活動に関する十分な経験を有し、難易度の高い経営課題に対して実践的なアドバイスが可能な、
活動歴が３年以上の者を受験対象としている。

【農業経営アドバイザー研修・試験の受験者数と合格者数の推移】

【農業経営アドバイザー研修・試験及び上級農業経営アドバイザー試験
  業種別累計合格者数（R8年4月時点）】

税理士・公認
会計士
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民間金融
機関

農協
普及
指導員

その他 公庫職員 合計うち都道府県信用
農業協同組合連合
会

農業経営AD 1,295 198 2,467 606 1,243 153 800 522 6,678

うち上級農業
経営AD（※） 1９ 1２ 42 4 5 4 1５ 26 12３
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１．令和７年度 農業経営アドバイザー連絡協議会（都道府県）の活動実績

○ 令和7年度の各都道府県連絡協議会では、29協議会で総会・勉強会を開催。アドバイザーや農業経営者等
 約1,000人が参加。
○ 活動内容としては、①アドバイザーの制度周知に向けた活動、②アドバイザーの課題解決のスキルアップ、

 ③公庫とアドバイザー、アドバイザー同士の連携・相互協力関係の強化、④農業施策推進における関与強化 
の取組みを実施。

取組事項 主な内容

① 制度周知
• 公庫主催のお客さま交流会にアドバイザーを招待したり、アドバイザー連絡協議会に税理士会や

中小企業診断士協会の会員を招待するなどにより、農業者等にアドバイザー制度を周知。

②
アドバイザーの課
題解決のスキル
アップ

• 診断士から、「農業における人事評価制度のポイント～人材が育ち、定着する仕組みづくり～」とい

うテーマで講演を実施。（宮崎）

• スマート農機を利用した現地視察及び講演会を開催。（滋賀）

• 「農業経営の事業承継・M&A」をテーマに、税理士、司法書士、農業経営者による事例紹介とパネ

ルディスカッションを実施。（大分）

③

民間金融機関等と
の連携及びアドバ
イザー同士の相互
協力関係の強化

• 関東３県協議会が合同で研修会・勉強会を開催し、他県のアドバイザーとの交流を実施。（埼玉）

• 地方版ミーティングを開催し、アドバイザーとしての活動事例やアドバイザー間の意見交換を実施。

（松山）

• 長崎県及び佐賀県の両協議会が共催し、６次産業および地域活性化に取り組む農業経営体への

現地視察を実施。（長崎、佐賀）

④
農業施策推進にお
ける関与強化

• 「最近の農業政策をめぐる論点」をテーマとして、農政改革等に係る講義を実施。（千葉）

• 農政局や県より、みどりの食糧システム戦略やみどり認定の状況について情報提供。（熊本）
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（１）令和7年度（第37回）農業経営アドバイザー研修・試験の概要

２．令和7年度 農業経営アドバイザー活動推進（全国）の実績

３

令和7年度 備 考

募集期間 令和7年6月３0日～７月23日 定員800名×年1回実施

研修期間
令和7年8月27日～10月30日

（オンデマンド配信）

９月25日と26日に研修講師と受講生の質疑応答セッション（Q&Aサロン）をリ
アルタイム配信

筆記試験 令和7年10月31日～11月2日 ３日間で希望する日・会場の選択方式を導入

合格者数 194名 第１回から第37回までの累計合格者数は6,678名



○オンライン配信により、以下のとおり実施。

（１）配信時期/受講者数 ： 令和8年１月14日(水）～２月16日（月）/548名

（２）プログラム 令和7年度は、以下のとおり、農林水産省や事業者による講義等を配信

✓ 生産者からの農業経営アドバイザーへの期待

✓ 農業経営アドバイザーの活動事例

✓ 農業経営アドバイザーの「心構え」と「場づくり」

✓ 令和6年度食料・農業・農村白書概要 など

（２）全国農業経営アドバイザーミーティング

２．令和7年度 農業経営アドバイザー活動推進（全国）の実績

４

④令和６年度食料・農業・農村白書概要
農林水産省 大臣官房広報評価課

①生産者から農業経営アドバイザーへの期待
有限会社木ノ内農園 木ノ内均代表取締役会長

②農業経営アドバイザーの活動事例
久田 博司 上級農業経営アドバイザー

経営コンサルタント オフィス b-MAP

【アドバイザーミーティング配信動画の内容（例）】

③農業経営アドバイザーの「心構え」と「場づくり」
伊藤 房雄 東京農業大学 教授



○ 令和７年度の上級農業経営アドバイザーによる提案内容について、実施件数が最も多かった項目は「資金調
達・財務管理」。次いで、「税務関係」、「事業計画作成」の順に多かった。

２．令和７年度 農業経営アドバイザー活動推進（全国）の実績

（３）上級農業経営アドバイザーによる提案並びに活動実績レポートの概要及び事例

５

活動実績レポートの事例
上級農業経営アドバイザー1人あたりの提案内容別の実施件数
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令和７年度

令和６年度

（単位：件） 離農する大型酪農法人の第三者による事業承継を金融面で
支援事例 （提案内容：資金調達、事業計画作成及び事業承継）

北海道内でパイロットファーム事業として創業以来、地域を代表
する酪農事業として経営してきた酪農法人が、新型コロナ禍以降
の著しい経営環境の悪化と後継者不在を理由に離農を決断し事
業の縮小を進めるところにあった。
一方、地域で意欲的に事業を展開するそば主体の畑作農業者
と小規模ながら堅実な酪農経営と草地管理を行っている農業者
の若い2名から、この地域を代表する酪農経営と200haを超え
る所有農地を承継し地場の農業を維持したいと相談があった。

事業者の状況

提案内容

離農する酪農法人の現地を確認したところ牛舎設備は老朽化
が進んでいるものの、良質な牧草を確保する農地や当面の経営
を担う労働力が引き続き確保できることを確認し、承継を希望す
る2名の情熱と既存の経営実績から見る技術的裏付けを元に事
業計画と資金計画の策定をアドバイス。
資金調達について、設備資金は日本政策金融公庫からの融資、
運転資金は農業AD所属の金融機関から融資し、協調して支援。

提案後

地域の酪農法人経営の継続と同法人が所有する200haの農
地の維持、さらに同法人が雇用する10名超の社員とその家族の
生計維持に繋がり、地域そのものを守ることに繋がった。
また、その後の経営支援についても継続的に関与することで、
経営の持続と成長に向けてアドバイスを行っている。



（２） 令和8年度農業経営アドバイザーミーティングの実施概要【予定】

○アドバイザー資格保有者に対する研修・スキルアップの機会として以下のとおり実施

（１）受講定員：1,000名

（２）開催方法：オンライン開催とし、令和9年１月から２月にかけて動画配信

（３）プログラム

農業者からの経営事例、農業アドバイザーによる活動事例、

農業施策や業界のトレンドを踏まえた講演を予定

（１） 令和8年度（第38回）農業経営アドバイザー研修・試験の実施概要【一部予定を含む】

○アドバイザー研修・試験

（１）募集定員：800名、募集期間：６月29日（月）～７月22日（水）

（２）研修：受講期間内にオンラインにて講義視聴

〔受講期間：9月4日（水）～筆記試験前日まで〕

（３）筆記試験：受験者最寄りの会場にてオンライン受験

〔試験日程：11月6日（金）～11月8日（日）（※受験者がいずれかの希望日時を選択）〕

〇上級農業経営アドバイザー試験

（１）１次選考 書類提出期限 ５月27日（水）～６月29日（月） （結果発表日 8月31日（火））

（２）２次選考 論述試験：10月6日（木）、面接試験及び審査会：10月7日（金）、公庫本店にて実施

３．令和8年度の農業経営アドバイザー制度に関する取組み

６



掲載情報（例） 概要

ＡＦＣ

フォーラム

農林漁業や食品産業を取り巻く最新テーマや全

国の優れた経営事例を紹介するオピニオン誌。

アグリ・

フードサポート

お客さま向けに融資制度の紹介やイベント情報の

詳細をお知らせ。

各種レポート

担い手農業者の決算動向や景況調査、食品企業

の景況調査、食品に関する消費者の意識や購買

行動に関する調査など専門性の高い情報を取り

まとめたレポート。

情報クリップ
時事のトピックス、政策動向などに関する情報を

解説。

農業経営に関す

る動画

農業政策情報、事業承継・経営法人化などのテー

マ別動画を掲載。

○ 令和４年１月にアドバイザー資格保有者専用HPに「情報サロン」コーナーを新設。

○ 令和５年度より、農業経営に関する各種動画コンテンツの掲載を開始。

情報サロンのご紹介

７

その他情報提供
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